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1.はじめに

平成23年3月 11日に発生した東日本大震災は、東北

地方から関東地方の太平洋沿岸の広い範囲に、それまで

の想定をはるかに超える規模の甚大な被害をもたらした。

そして、その被災の様子は、マスメディアを通じて地震

発生当日の沿岸地域に津波が襲来する様子から、その後

の甚大な被害の様子までリアルタイムで報道された。

大きな災害が発生した場合、被害を受けていない地域

の住民で、あっても、被災状況等の報道を見聞きすること

で、危機意識を高めたり、災害への備えを行うことが、

過去の調査結果から指摘されている(たとえば、金井・

片田(2007)、山本(2004)など)。そのため、東日本木震災

の発生は、南海トラフの巨大地震とそれに伴う巨大津波

によって甚大な被害が予想される西日本の太平洋沿岸に

居住する住民の危機意識や、災害に対する備えの実行に

何らかの影響を与えたものと推察される。また、各個人

の災害への備えは、“家具の固定"や“家屋の臨模補強"

などのように、一度実行しておけば被害軽減効果が得ら

れる備えだけでなく、“水・食料の備蓄"や“避難方法に

関する相談"など、日頃から継続的に行っておくことが

被害軽減につながる備えもある。そのため、そのような

備えの実施状況ぞ危機意識のあり様は、制撤的に把握し

ていくことが必要と考えられる。

そこで本稿では、東日本大震災の発生直後、 1年後、 2

年後、 3年後の 4時点において、南海トラフの巨大地震

津波によって甚大な被害が想定される西日本(静岡県、

愛知県、三重県、和歌山県、徳島県、高知県)の太平洋

沿岸部に居住する住民を対象にインターネット調査を実

施した。この調査結果を用いて、東日本大震災が西日本

沿岸地域住民の防災意識・行動に与えた影響について明

らかにすることを本稿の目的とする。

2.調査概要

調査概要を表 1に示す。具体的な調査実施方法は以下

の通りである。まず、 表一1中の調査対象地域に示した津
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波予報区内の市町村に居住するインターネット調査会社

(楽天リサーチ)のモニターに対して調査協力を依頼し

た。ここで沿岸部に位置する市町村内で、あっても、津波

による被害を受ける可能性がほとんどなし、地域も荊主す

る。そのため、モニターには、以下のスクリーニング調

査に回答してもらったo

fあなたがお住まいの地域に、この度のようなE大津

波が襲来した場合、あなたのご自宅は被害を受ける可能

性があると患いますかι
そして、この質問に対して3つの選択肢(必ず被害を

受けると思う/被害を受ける可能性はあると思う/被害

を受ける可能性はなし、)を用意し、「必ず被害を受けると

思うJ、「被害を受ける可能性はあると思うJと回答した

モニターに対してのみ、本調査への協力を依頼した。

表 1に示したように、 4調査とも同一地域を対象に同

様の方法で戴面した。そのため、回答者の中には4回の

調査の全て参加しているモニターも存在しているものと

考えられるが、全回答者が完全に一致するものではない。

そこで図一1に、回答者の居住地構成、自宅の偉波浸水可

能性認識、年齢構成、十羽IJを示す。

これより、 (1・1)居住地域、 (1-2)自宅の、津波浸水可能性

認識については、 4調査ともほぼ同様の比率となってい

る。ジ検定の結果、統計的に有意な差はみられなかった

ことから、調査問で、回答者の居住地および津波浸水可能

性に偏りはないものと考えられる。

一方、 (1-3)年齢構成については、震災の[直後]に実施

した調査よりも直近に実施した調査の方が、 20代、 30

代の割合が低く、 50代、 60代の割合が高くなっている。

また、 (1-4)性別についても、 [直後]に実施した調査より

もそれ以後に実施した調査の方が男性の割合が高くなっ

ている。χ2検定の結果、年齢構成、性別ともに統計的に

有意な差(有意水準0.1%)が確認された。

ここで、楽天リサーチが公表しているモニター登録者

の年齢構成比(楽天リサーチHP)を見ると、 20代以下:

14.3%、 30代 :34.0%、50代:14.5%、60代以上 :6.3% 
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表-1 調査概要

調査実施時期

[直後]調査 T [1年後]調査 1 [2年後]調査 I [3年後]調査
平成23年4月1l~14日 |平成24年3月16""'19日 | 平成25年3月 12~14日|平成26年3月 14"-'17白
(震災発生1か月後) (震災発生1年後) I (震災発生2年後) I (震災発生3年後)

2，000入x4地域 I 1，000人x4地域 I 1，000人x4地域 I 1，000人x4地域
津波予報区を以下の4地リ或に分類し、それぞれの地域に含まれる市町村に居住する住民

地域1r静岡県、愛知県外海J 地域2r伊勢・三河湾j
地法或3r三重県南部、和歌山県J 地域4r徳島県、高知県J

1.震災以前の意識 I [調歪1]の1と2に加え、I[調萱1)のlと2、
2.震災直後の意識 I 3.震災前後における I[調査2)の3と4に加え、

備えの変化 I 5.新想定に対する意磁
4.調査時点の意識 I 6.津波警報に対する意識

調査対象者数

調査対象地域
(津波予報区)

調査項目

となっており、 [1年後]、p年後]、[3年後]調査結果は、
高齢のモニターが回答している割合が高いことがわかる。

同様に、性別構成比は男性:53.9%、女性:46.1% (楽天

リサーチ HP)となっており、こちらについては 4調査

とも男性のモニターが回答している劃合が高いことがわ

かる。このように本調査回答者の母集団に対する代表性

が低くなってしまった理由としては、インターネット調

査の実施方法にある可能性が考えられる。インターネッ

ト調査は、まず登録モニターに対して調査会社から調査

名などの簡単な調査の内容とともに、調査への協力依頼

がメールで、知らされる。そして、登録モニターはそのメ

ール内容を確認したのち、その調査に協力するか否かを

判断する。すなわち、高齢、男性のモニターの方が本調

査に協力してくれた割合が高かったということは、若い

世代よりも中高年世代の方が、女性よりも男性の方が、

本調査の内容に興味・関心が高かった可能性が考えられ

る。そのため、以下の分析では居住地域だけでなく、年

齢構成と性別による差についても考察するものとする。

3.震災以前および震災直後の意識

ここでは震災発生以前および発生直後の意識について

みてして。なお、これらの意識については過去のある時

点における意識のあり様を問うた質問である。そのため、

本来であれば震災発生後の経年変化がみられるものでは

ないが、 4調査問で震災以前および震災直後の意識に差

がないかを石霞忍しておく。

( 1 )震災以前および震災直後の意識

図-2に調査別震災以前および‘震災直後の意識を示す。
なお図中の(2-1)から(3-3)は、調査票に記した設問文を示

している。また、図中の 口 内の数値は、 7つの選択肢

を、「とてもあてはまるJを+3点、「まったくあてはまら

ない」をJ点と数値化して算出した平均である。この平

均を用いて、分散分析による統計的検定を行った結果、

(2-1，2，3)、(3-2，3)の5項目について調査問で統計的に有意

な差があることが確認された ((3-2)は有意水準 5%、そ

れ以外はし、ずれも有意水準0.1%)。以下に Tukey法によ

る多重比較の結果が統計的有意となった集計結果を中心

に詳細に考察してして。

[調室1)の1と2、
【調査2)の3と4、
[調査3)の5(こ加え、
7.特別警報に対する意識

(1-1) 居住地場
0% 20% 40% 60% 80% 100% 

直.f~d 一一「 … 一一一園田 計

1年後 22.3 

2年後 21.9

3年後 21.9

静岡県 岡 三重県(時)

|愛知県(州) 均 三重県(南gs)

i 愛知県(三河湾)踊和歌山県

勿徳島県

. 高知県

(1-2) 自宅の津波浸水可能性認識
0%20% 40% 60% 80% 100% 

直後・ _ 59.6 

1年後 ・・・41.4_ 58.6 

2年後 ・・・開園・・ 57.8 

3年後 ー・・ 42.1・ 57.9 

鴎 必ず彼蓄を受けると思う

破奮を受ける可能性があると思う

• 

(1-3) 年齢構成
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(1-4) 1生局IJ
0%20% 40% 60% 80% 100% 

直後 ・・・・・町~・・ 42.1 

1年後

2年後

3年後

-・・・・・ 62.彊・・・・・・ 37.8 

-・・・・・・・・E古田司・・・・・・・・・・ 38.5 

39.9 .酎iDI・・・・・・・・
思男性 女性

図-1 調査別回答者属性
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(2-1) 正直なところ、災害に対して危機感を持っていたり、
異体的に何方唱えたりなどは、ほとんどしていなかった
0%20%  40% 60% 80% 100% 

直後 EEE3臨g 五 __L~!:.5..L自白繍 (0.83)
回輔副臨 幽画『 五ゐ2白一一只1可マ憾2引初[ω0.91)

一ふi云ふi己y〉γ一Li 
E開竃烹響調圃 ] 一1}主1ζ:E:PEP-璃:瀦繍 (0.97η

(ρ2-♀2) たとえ国が想定している災害が発生したとしてち、
これほどまで大きな被害が生じるとは思っていなかった
0%20%  40% 60% 80% 100% 

直後E由ι :置悶一一25Jで~11E~織 (1. 14)

幽臨盟酒田:vd陣取政宗~
zof H17h義務[1.34J 
22.9 [12.3 6.7綴 [1.27)

22.9 i 12.8 i 7.8康診[1.18) 

(2-3) この度の大震災にように、国の想定よりち大きな
災害が発生し、巨大な被害ち生じ得ると患っていた
Oqも

直後

1年後

2年後

3年後

20% 40% 60% 80% 100% 

出 -74ナー"''''';'5~2'''''~'I~!i:~機 (0.50)
ω ヨ;E蕊綴 (0.39)

| 円 16.8一人総務 (0.33]
24.8 … 15.9 総~[0.35)
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(3-1) 乙の度の震災の様子を見て、それまで‘に行っていた
f物質的な備えは不十分ではないかjと不安に思った
0% 

直後

20% 40% 60% 80% 100% 

?7711玉τ::F鼠[1.36) 
→ 1iI-1h::惑(1.36) 1年後園副.... ・4望み崎重量田

2年後-EEE--zム慨怠慰留 28.7 12.8 i議[1.40) 
3年後 一二28.9十五ι蕊(1.37)-皿.!.II彊・~"宅盟酒田園

(3・2)この度の震災の様子を見て、それまでに行っていた
f平常時の取り決めは不十分ではないかJと不安に思った
0% 20% 40% 60% 80% 100% 

直後瞳厘竃頭理圃f'''"27.s_ .L 13.0 (1.44] 
1時 一山E 鐸明融市ト )μ 引 J14.6 議[1.39]
2年後回曙盟ヒ:二泊地特 別 !山;議(1.43)
3年後 E 里r.'撤回脳細 27.3 13.6 I ~ [1.38) 

(3-3) 乙の度の震災の様子を克て、災害に対して
f危機意書農を持って、ちっとしっかり備えておこうjと患った
0% 20% 40% 60% 80% 100% 

直後 圃圃圃画:i. " J~豚髭芝居J

1年後 -盛圃哩ヤ

2年後寓語圏E
3年後-E田掴.T':"'I凋礎;黒沼

27.3 

29.4 

27.5 

20.9 "T7-.7T~ [1，94) 

11.01日(1.62)

! 11.6 ~ [1.50) 

13.4 ち[1.46)

脂 国 関 i 滋 後
あてはまる どちら力、というと どちらとも どちらかというとあてはまらない

zz 
まつ三くとても

あてはまる
[+3] 

あてはまる いえない あてはまらない あてはまらない
[ -3] [+2] (+1] [0] [ーlL [二2]

図-2 調査別震災以前の意識(2-1，2，3)/震災直後の意識3-1，2，3)の比較

まず、震災以前の意識である(2-1)を見ると、「あてはま

る」側の回答をしている割合、すなわち震災以前に危機

意識を持っていたり、備えていたりしていなかった回答

者の割合はし、ずれの調査においても 6割強となっている。

また平均を比較すると、[直後]調査よりも、 [1年後]、 [2

年後]、 [3年後]の方が高し、値となったo多重比較の結果、

[直後]と[2年後]、[3年後]の調葺結果関に統計的に有意な

差があることが確認された(どちらも有意水準 0.1%)。

次に(2-2)より、これほど大きな被災が生じるとは思って

いなかった回答者の割合は7割強となっている。また平

均を比較すると、 [2年後]調査結果が他の3つの調五桔果

に比して高い値となった ([3年後]調査結果とは有意水準

5%、他はいずれも有意水準0.1%)。そして(2・3)より、想

定よりも大きな災害が発生すると思っていた回答者の割

合は5割程度となっている。また平均を比較すると、[直

後]調査が他の3つの調査結果よりも高い値となったの、

ずれも有意水準0.1%)。

次に震災直後の意識である(3-1，2)を見ると、震災以前

の自らの備えに不安を感じた回答者の割合は8劃前後と

なっている。一方、 (3-3)より、しっかり備えておこうと

思ったという回答者の割合は、 8害IJから 9割程度である

が、平均を比較すると、 [直後]よりも[1年後]、[1年後]

よりも[2年後]、と直近に実施した調査の方がその割合が

低くなっている(し、ずれも有意水準0.1%)。

以上の結果より、本来であれば、調査実施時期の違い
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により差はないと考えられる震災以前および震災直後の

意識に、 4つの調査問で差があることが示唆された。こ

のように調査の違いによる差が生じた理由については、

以後の分析の考察と合わせて、まとめにて詳述すること

とする。

(2 )個人属性の違いによる震災以前および震災直後の

意識の比較

次に、個人属性(居住地域、年齢、性別)の違いによ

る震災以前および震災直後の意識を比較する。具体的に

は図之と同様に選択肢を数値化し、個人属性ごとに平均

を算出し、その比較を行う。なお、図ーlの結果より、調

査問で震災以前および震災直後の意識に差が石信忍されて

いたが、ここでは震災直後の意識を、時間の経過による

記憶の改ざんや忘却などに影響されずに、最も正確に把

握することができていると考えられる[直後]調査の結果

のみを図-3に示す。また、各個人属性ごとに分散分析を
行った結果、震災以前の意識である(2-1，2)については、

居住地域別、年齢構成別、十生別の全てにおいて統計的に

有意な差があることが確認された白2-2)の年齢構成別は

有意水準5%、それ以外はし、ずれも有意水準0.1%)。しか

し、 (2-3)については年齢構成別では有意な差が確認され

た(有意水準 5%)が、居住地域別、↑生別では確認され

なかった。一方、震災直後の意識である(3-1，2，3)について

は、居住地域別、年齢構成別、十生別の全てについても統

計的に有意な差があることが離を、された(し、ずれも有意
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静岡県愛知県愛知県三重県三重県和歌山県徳島県高知県 20代 30代 40代 50代 60代 男性 女性
(1，775) (外，毎) (三河湾)(伊嬰) (南部) (1，460) (1，029) (971) (890) (2，541) (2，671) (1，352) (546) (4，629) (3，371) 

(225) (1.524) (476) (540) 

一区トー(2-1) 亙直なところ、災害に対して危機感を持っていたり、具体的に何か備えたりなどは、ほとんどしていなかった.
(2-2) たとえ園が想定している災害が発生したとしても、乙れほどまて‘大きな被害が生じるとl志患っていなかった.

ーゼ》ー(2-3) 乙の度の大震災にように、 屈の想定よりち大きな災害が発生し、甚大な被害也生じ得ると思っていた.

[居住地館別]

201 
2.08 

」υ

1 J 

1 tJ 1.19 

【年鈴構blHtlJ

〆fj9

〆
~斗吋L」レぷ4

1.24 1.21 

静岡県愛知県愛知県三重県三重県和歌山県徳島県高知県 20代 30代 40代 50代 60代 男性 女性
(1，775) (外海) (三河湾)(伊勢) (南吉日) (1，460) (1，029) (971) (890) (2，541) (2，671) (1，352) (546) (4，629) (3，371) 

(225) (1，524) (476) (540) 

一区ト(3-1) 之の度の震災の接持見て、それまでに行っていた『物質的な備えは不十分で闘いかjと不安に怒った
(3-2) 乙の度の震災の縫子を見て、それまでに行っていた「平常時の取り決めは不十分ではないか」と不安に思った

ーゼ〉ー(3-3) 乙の度の震災の緩子を寛て、災害に対して「危鎌怠話題を持って、ちっとしっかり備えてまきこうJと患った

図-3 個人属性別震災以前および震災直後の意識の平均値の比較{直後調査結果]

水準 0.1%)。以下、 Tukey法による多重比較の結果から

統計的に有意な差があることが確認された結果を中心に

それぞ、れ考察してして。

まず震災以前の意識についてみてし、く。 (2-1)では、居

住地域については、“静岡県"に居住する回答者は他の地

域に居住する回答者と比較して値が低くかった(有意水

準1%)。同様に年齢については、若い回答者ほど値が高

く、年齢が高くなるほど値が低くなっていた(有意水準

1%)。そして性別については、“女性"よりも“男性"の

方が低い値となっていた(有意水準1%)。次に(2-2)では、

居住地域については、“静岡県"に居住する回答者は、

“和歌山県"、“徳島県"、“高知県"に居住する住民より

も値が低かった(有意水準1%)。同様に十拐Ijについては、

“女性"よりも“男性"の方が低い値となっていた(有

意水準 1%)。なお年齢については、統計的に有意な差は

石信君、されなかった。

次に震災置後の意識について見てして。(3-1)では、居

住蝉或については、“愛知県(外海)"に居住する回答者

は、“静岡県"、“徳島県"、“高知県"に居住する回答者と

比較して値が低かった (1%有意)。同様に年齢について

は、“40代"、“50代"、“60代"の回答者の方が、“20代"、

“30代"の回答者よりも値が低かった (1%有意)。そし

て十生別については、“女性"よりも“男性"の方州島、{~

となっていた(有意水準1%)。なお(3-2)については(3・l

と全く 同様の傾向となっていた。そして(3-3)では、居台

地域については、 “愛知県(外海)"、“愛知県(三河湾)"、

三重県(伊勢)"に居住する回答者は、“静岡県"と官

知県"に居住する回答者よりも値が低かった(1%有意)。

同様に年齢については、“40代"、“50代"の回答者の土

が、“20代"、“30代"の回答者よりも値が低かった (1引

有意)。そして性別については、“女性"よりも“男性"

の方が低し、値となっていた(有意水準1%)。

以上の結果より、地域聞の差について考察すると、東

日本大震災の発生以前から東海地震の発生が危倶され続

けてきた“静岡県"に居住する回答者は、他の地域と比

較して「備えていなかったJとしづ割合が低くかったに

もかかわらず、震災直後に「もっと備えようj と思った

割合が他地域よりも高かったことが確認された。一方、

“高知県"については、震災以前は「備えていなかったj

としづ割合が高かったが、震災後、「もっと備えようJと

思った割合が高かった。次に年齢については、若い年代

ほど「備えていなかった」割合が高く、震災後に「もっ

と備えよう」と思った傾向にあることが確認された。そ

して、性別については、“男性"よりも“女性"の方が震
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掴 震災以前から実施 蹟 震災後、新たに実施1-震災以前から実施.震災後、新たに実施 i

「震災後、新たに実施」した害1]合が最も増加したのは、

(4-3，4，5)の“自宅の災害の危険性の確認"であり、その割

合の経年変化に着目すると、 [1年後]から[2年後]の聞に

新たに実施した割合が増加している。そして、次に 「震

災後、新たに実施」した割合が高いのは、(4-6，7，8，)の

“避難場所 ・経路の確認"となっている。これらの情報

はし、ずれもハザード‘マップを閲覧することで確認するこ

とが可能である。そのため、これらの備えの実施率が高

まった理由としては、震災後、各地の自治体がハザード

マップを改訂したり、以前に公表 ・配府したものの周知

を改めて行ったりした効果である可能性が考えられる。

一方で、“家族で避難方法の相談(4-10)"については、ハ

ザードマップの確認や避難場所 ・避難経路の確認と比較

すると、「震災後、新たに実施Jした割合があまり増加し

ていない。

次に、“地域で行う備え"である(4-11，12，13，14)につい

調査別震災前後における備えの実施状況の比較

災以前に「備えていなかった」割合が高く、震災後に「も

っと備えようj と思った割合が高いことが確認された。

震災後の備えの実施状況に関する経年変化

ここでは、震災後の災害への備えの実施状況に関する

経年結果を把握する。

(1)震災前後における備えの実施状況の比較

図-4に震災前後における備えの実施状況について、 [1

年後]、[2年後]、[3年度]の各調査結果を比較したものを

示す。これより、本調査で取り上げた“日頃からの備え"

に関する 16項目の全てにおいて、直近に実施した調査結

果ほど「震災後、新たに実施Jした害1]合が高くなってい

ることが見て取れる。また、が検定の結果より、 16項

目の全てにおいて、 3つの調査問で、統計的に有意な差が

あることも確認された(有意水準 0.1%)。以下、各項目

について考察する。

4. 
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ては、「震災後、新たに実施Jした割合は年々増力削項向に

あるが、特に[1年後]から[2年後]において、増加してい

ることがわかる。これらの備えは各自が実施したいと思

っても、その機会がないと実施することはできない。そ

のため、 1年後の時点では、これらの備えを行し、たいと

考えていてもその機会がなかった回答者が、その後の l

年間でその機会が得られたために実施することができた

のではなし、かと推察される。

以上の結果より、震災後3年間での備えの実施状況の

変化については、震災発生 l年後から 2年後にかけての

「新たに備えを行った」割合の増加傾向に比べ、震災発

生2年後から 3年後では、その割合の増加の幅が小さく

なっていることが見て取れる。すなわち震災の発生が、

新たな備えの実行に大きな影響を及ぼすのは、 2年程度

であり、その後は市垂やかになっていくものと推察される。

次に、(4-1，2)の“被災後に備えた物品の備蓄"につい

てみると、他の項目と同様に、[2年後]調査結果までは「震

災後新たに実施j した割合が増加する傾向にあり、 その

割合は約3害IJとなっている。しかし、 図-4の結果は、震
災以前または震災後に実施したことがあるかどうかを把

握したものであるため、現時点においても継続して実施

しているかどうかを把握したものではない。“被災後に

備えた物品の備蓄"は一度実施するだけでなく、定期的

に買い直しをしたりして継続することが必要な備えとい

える。そこで、 [2年後]および[3年後]調査では、「震災以

前から実施j または「震災後、新たに実施Jした回答者

については、 調査期包時におし、てもその備えを継続して

いるかどうかを把握した。まず、 (4-1)非常持ち出し品の

用意については、「震災以前から実施」または「震災後、

新たに実施」した回答者のうち、 [2年後]調査時点におい

ても実施していた害IJ合は60.6%、[3年後]調査時点におい

ても実施していた害IJ合は 62.1%で、あった。同様に、(4-2)

備蓄品の用意については、 [2年後]調査時点においても実

施していた割合は 62.76%、[3年後]調査時点においても

実施していた割合は 65.5%で、あった。すなわち、この度

の震災を契機に新たに“物品の備蓄"を行った割合は約

3害IJで、あったが、震災発生2年後以降もその備えを;}1査読

している割合は、そのうちの約6割に減っていた。

以上の結果より、震災の被災の様子を見聞きし、一旦

は備えたものの、「日頃から災害に備えるJとしづ生活習

慣の定着にまで、は至っていない割合が少なくないものと

推察される。

(2)個人属性と震災以前の備えの実施状況の関連

ここでは、 個人属性の違いが、震災以前の備えの実施

状況に与える影響を把握する。図-4に示した“日頃から

の備え"に関する 16項目について、「震災以前から実施J

していた個数の平均値を調査実施時期別、個人属性(居

住地域、年齢、十生別)別に算出した結果を図-5に示す。

ここで平均実施個数を従属変数とし、調査実施時期と個

人属性3変数の計4要因が与える影響について分散分析
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を行った。その結果、4要因ともに主効果として統計的

に有意な結果となった(調査は有意水準5%、居住地域、

年齢、性別はそれぞ、れ有意水準1%)。また交互作用につ

いては、いずれの組み合わせも統計的に有意な結果は得

られなかった。以下に各要因についてTukey法による多

重比較を行った結果を踏まえて考察する。

まず調査については、分散分析による検定の結果は有

意となったが、 T出ey法による多重比較の結果からはし、

ずれの調査聞においても統計的に有意な差があることは

確認されなかった。次に居住士地也域についてlはま丈、“静岡県"

と

の備えをしていたo また、“徳島県"は、他の7地域より

も備えていなかった(し、ずれも有意水準 0.1%)。次に年

齢については、“20代"と“30代"の聞には総計的に有

意な差は確認されなかったが、他の組み合わせにおいて

は、全て有意な差が石信忍された (“50代"と“60代"が

有意水準5%で、他は全て有意水準0.1%)。すなわち、年

齢が高いほど震災以前から多くの備えをしていた。そし

て、↑生J.lIJlこついては、“男性"の方が“女性"より も多く

の備えを行っていた(有意水準 1%)。

(3 )個人属性の違いによる震災後の備えの実施状況の

経年変化

ここでは、 個人属性の違いが、震災後の備えの実施状

況に与える影響の経年変化を把握する。図-5と同様に、
図-4に示した“日頃からの備え"に関する 16項目につ

いて、「震災後、新たに実施Jした個数の平均値を調査別、

個人属性(居住地域、年齢、性別)別に算出した結果を

図-6に示す。ここで平均実施個数を従属変数と し、調査

実施時期と個人属性3変数の計4要因が与える影響につ

いて分散分析を行った。その結果、主効果として統計的

に有意な結果となったのは、調査(有意水準 1%)、居住

地域、年齢構成(それぞ、れ有意水準 5%)であり、十生別

の違いによる差は離忍できなかった。また交互作用につ

いては、いずれの組み合わせも統計的に有意な結果は得

られなかった。以下に各要因についてTukey法による多

重比較を行った結果を踏まえて考察する。

まず調査については、 [1年後]よりも[2年後]、 [2年後]

よりも[3年後]において、震災後、新たに実施した備えの

数が増加している(有意水準 0.1%)。次に居住地域につ

いては、“徳島県"が“静岡県"、“和歌山県"(ともに有

意水準5%)、“愛知県 (三何湾)"、“三重県(伊勢)"、“三

重県(南部)"(有意水準0.1%)よりも震災後に新たに実

施した備えの数が多い。そして年齢については、“20代"

よりも"30イ-1:;"が、“201で¥“40代"、“50代"よりも“60

代"の方が、震災後、新たに実施した備えの数が多い(有

意水準5%)。

以上の結果より、震災発生以前にあまり備えていなか

った“徳島県"居住者や“30代"が、他の地域居住者や

他の年代よりも、震災後に新たに備えをおこなった割合

が高くなったものと推察される。
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(5-1)具体的な備えを十分には行えていない
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1年後圃掴ーー脳臨丘 北正一 山 7選 (1.13J

2年後町田晴阻 【31.2 15.5 9.9 ~議 (0.92J

3年後 盟盟?菅野明 ←28.5 18.4 9.5滋 (0.90J

(5-2)危機意識はうすれてきてしまっている
0% 20% 40% 60% 80% 100% 

l年後 霊道路 25.9 川 17.6蕊総務(0.15J
2年後置3盟 27.9 20.5 14.1織 (0.43J
3年後 間ヨ醐 26.1 22.3 14.1糊 (0.44]

(5・3)rもっとしっかり備えておこうjと恩ラ
0% 20% 40% 60% 80% 100% 

1年後巴盟Eエ翠盤盤3 293 川 2(1.62] 
2年後阻踊..，!'Pf温室ι説 29.7 11.5 ~ (1.49] 
3年後置聞置室謹盟主I 28.1 13.7誌 (1.45)

• • あてはまるとちら刀、というとどちらとも
あてはまる いえない
[+1] [0] [+2] 

吉弘 努妥 協
どちらかというとあてはまらない まコたく
あてはまらない あてはまらない
{ー1] [-2] [-3J 

時点で、甚大な被害の様子を見聞きし、抱いた危機意識

は低下してしまう住民はし、るが、 2年後と 3年後の聞で

は意識に大きな変化はみられないものと推察される。

[年量世俗威lln
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調査別震災後の意識の比較図-7

5.震災後の意識の経年変化

ここでは、震災後の意識のあり様に関する経年変化を

把握するために、震災発生l年後、 2年後、 3年後の各調

査実施時における意識の比較を行う。

(1)震災後の意識の比較

図-7に[1年後]、[2年後]、 [3年後]の各調査実施時点に

おける意識を示す。なお図中の(5-1)から(5-3)は、調査票

に記した設問文を示している。また、図中の 口 内の数

値は、図ー2と同様の方法で算出した平均である。この平

均を用いて、分散分析による統計的検定を行った結果、 3

項目ともに調査問で統計的に有意な差があることが確認

された(し、ずれも有意水準0.1%)。以下にTukey法によ

る多重比較の結果が統計的有意となった集計結果を中心

に詳細に考察してし、く。

まず、具体的な行動を十分には行えていないと感じて

いる回答者の割合(5-1)は、 [1年後]よ りもP年後]、 p年
後]の調査時点の方が低くなっている(ともに有意水準

0.1 %)。これは、前章で確認されたように、備えの行動

を実施した割合が増加していることと整合した結果であ

る。その一方で、 (5-2)より、 [1年後]よりも[2年後]、[3

年後]の調査時点の方が、危機意識がうすれてきてしまっ

ていると感じている割合は増加し、 (5-3)より、もっと備

えておこうと思っている割合は低下していることが見て

取れる(し、ずれも有意水準0.1%)。

以上の結果より、震災発生 l年後に比べて、 2年後の
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個人属性別震災後の意識の経年変化

調査・居住地・年齢・↑生別の違いによる

調査時点の意識に関する分散分析の結果

表-3

**:1%有意， *:5%有意
調査時点の意識

(5-1) (5-2) (5-3) 

調査 ネョド ** 本*

主効
(1-1 )居住地域 ** *刻ド ** 

果
(1-3)年齢 * ** ** 

( 1-4)性別 *本 * ** 

交 調査x(1-1)居住地域 ホ

定用 調査x(1-抑齢
調査x(1-4)性別 * 

主効果が統計的に有意となった要因について、多重比較

を行った結果を踏まえて以下に考察する。

まず(5-1)では、居住地域については、“静岡県"が“愛

知県(三河湾)"、 “三重県 (伊勢)ぺ “三重県 (南部)"、

“和歌山県"、“徳島県"、“高知県"よりも「備えを十分

に行えていなしリとは思っていなし沖頃向にあった(し、ず

(2 )個人属性の違いによる震災後の意識のあり様の経

年変化

ここでは、 個人属性の違いが、震災後の意識のあり様

に与える影響の経年変化を把握する。震災後の意識とし

て図ー7中(ふりから(5-3)の回答結果を数値化し、その平均

値を調査実施時期別、個人属性 (居住地域、年齢、性別)

別に算出したものを図-8に示す。なお平均値の算出方法

については図-3と同様である。ここで調査時点の意識の

平均値を従属変数とし、 調査実施時期と個人属性3変数

の計4要因が与える影響について分散分析を行った。そ

の結果を表-3に示す。これより、 調査については、 3項

目ともに主効果として統計的に有意な結果となった(有

意水準 1%)0Tukey法による多重比較の結果から、 3項

目ともに、 [1年後]と[2年後]および[3年後]の調査時点で

の意識には統計的に有意な差が確認された(有意水準

0.1%)が、 [2年後]と[3年後]の調査時点での意識の差は

みられなかった。個人属性の違いによる差については、

図-8
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れも有意水準 1%)。また十生Bリについては、“男性"より
も“女性"の方が、「備えを十分に行えていなし、」と思っ

ている傾向にあった(有意水準 1%)。

次に(5・2)では、厨主士出或については、官知県"が瀞

岡県"、“愛知県(外海)"、“愛知県(三河湾)ぺ“三重県

(伊勢)"、“和歌山県"、“徳島県"よりも「危機意識が薄

れてきてしまっているJとは思っていなし、傾向にあった

(“静岡県"とは有意水準5%、その他とは有意水準0.1%)。

また年齢については、“20代"、‘'30代"の方が“40代"、

“50代"、“60代"よりも「危機意識がうすれてきてしま

っているJと思っている傾向にあった(し、ずれも有意水

準0.1%)。

そして、 (5-3)では、居住地域については、“徳島県"、

“高知県"の方が、“愛知県(三何湾)"、“三重県(伊勢)"

よりも「もっと備えておこうj と思っている傾向にあっ

た(“愛知県(三河湾)"と“徳島県"は有意水準 5%、

その他は有意水準 1%)。また、年齢については、“30代"

が“40代"、“50代"、“60代"よりも「もっと備えてお

こうJと思っている傾向にあり、逆に“50代"は“20

代"、“30代"、“40代"よりも「もっと備えておこう」と

は思っていない傾向にあった(し、ずれも有意水準0.1%)。

性別については、“男性"よりも“女性"の方が 「もっと

備えておこう」と思っている傾向にあった(有意水準1%)。

6.まとめ

本稿では、東日本大震災の発生が南海トラフの巨大地

震津波lこよって甚大な被害が危慎されている西日本の太

平洋沿岸地域住民に与えた影響について、震災発生直後、

発生l年後、発生2年後、発生3年後に実施した4回の

インターネット調査の結果を用いて把握した。また、個

人属性として、居住士出或、年齢、性別に着目し、震災以

前の意識、震災直後の意識、震災前後における備えの変

化、震災後の意識を分析した結果、以下のよ うな成果を

得た。

-震災以前から東海地震の発生が危倶され続けていた“静

岡県"では、震災以前からの意識が高いだけでなく 、

震災を契機に意識がさらに高まっていた。

・南海トラフの巨大地震で大きな樟波予想、高さが公表さ

れた“高知県"では、震災以前の意識は低かったが震

災を契機に意識が高まり、 他地域に比して震災発生か

ら2年が経過した時点でも危機意識があまりうすれて

いなかった。

-若い世代ほど危鵡意識が低く、具体的な備えも行われ

ていない傾向が顕著で、あった。

また、 4つの調査結果を比較したところ、震災直後の

意識のうち、「しっかり備えておこう」と思った(3-3)tこつ

いては、震災からの時間が経過した時点で実施した調査

の結果ほど、そう思う側の割合が低下していた。これは、

4つ調査の回答者属性に偏りが生じたためではなく、

『震災後、具体的な備えもそれほど、行っておらず、また

災害構報 No.13 2015 
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震災からの時間が経過するにつれ、危撒意識がうすれて

しまっている』現状の自分を正当化するために、『震災直

後の意識として「備えようJとはそれほど思わなかった』

と回答した結果ではなし、かと推察される。過去の意識を

時間が経過してから把握することには限界があることを

示唆する結果であるといえよう。

そして、今回の調査結果より、震災発生2年後までは

震災以前、発生 1年後と比較して、その時点までの備え

の実施率や意識のあり様に変化がみられたものの、 3年

後においては2年後との聞にそれ以前のような大きな差

は総じてみられなかった。すなわち、 .東日本大震災のよ

うな巨大災害の発生が、非被災地減住民に与える影響は

発災後2年程度である可能性が示唆された。

今後も継続的に調査を実施していくことで、防災意

識・行動の経年変化特性を把握し、それを踏まえた防災

対策を検討していく予定である。

謝辞 .本稿は、 JSPS科研費24760406の助成を受けたも

のである。ここに記して深調fする。
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